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令和３年度北大東航空気象観測所業務　１式 支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/04/01 北大東村
沖縄県島尻郡北大東村字中野２１８

9000020473588 　北大東村との航空気象観測所の実施に関する協定により、航空機の安全運行
に資するため、一定時間に観測通報を行う体制を有している必要がある。
　当該空港に関して、この条件を満たしているのは同村のみであり、これは会計
法第２９条の３第４項に該当するため。

2,800,000

令和３年度多良間航空気象観測所業務　１式 支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/04/01 多良間村
沖縄県宮古郡多良間村字仲筋９９－２

4000020473758 　多良間村との航空気象観測所の実施に関する協定により、航空機の安全運行
に資するため、一定時間に観測通報を行う体制を有している必要がある。
　当該空港に関して、この条件を満たしているのは同村のみであり、これは会計
法第２９条の３第４項に該当するため。

4,120,000

空港気象ドップラーレーダー装置定期点検等
１式

支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/04/01 日本無線株式会社関東支社
東京都三鷹市牟礼六丁目２１番１１号

3012401012867 　本装置は、那覇空港及びその周辺の空域における気象現象に伴う降雨及び
気流を観測し、航空機の安全運航を支援するための装置である。この装置は、
空中線装置、送信装置、受信装置、信号処理装置、制御監視装置等で構成され
ている。本装置の製作は、日本無線株式会社であり、空中線装置、送信装置、
受信装置、信号処理装置、制御監視装置等の機構及びソフトウェアの開発、製
作は同社独自のもので、これらの点検調整作業は、日本無線株式会社以外は
ない。以上のことから、本作業は、本装置の構造及び動作の詳細を熟知した会
社である左記業者を契約相手とする手続きを行ったところ応募がなかったので、
会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

10,560,000

津波観測装置の点検調整 1式 支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/08/27 明星電気株式会社九州支店
福岡県福岡市中央区渡辺通２-１-８２

2010001007784 本件は、津波観測装置等（検潮儀（精密型電波式）、津波観測計（電波式）、巨
大津波観測計、津波データ送信装置、衛星通信装置）の点検及び調整を行うこ
とにより、本装置の機能を維持し、業務が円滑に遂行されるように実施するもの
である。
当該装置は、潮位及び津波の観測を行い、観測されたデータは津波データ送信
装置から汎用ＩＰ通信網で気象庁本庁及び大阪管区気象台の潮位データ総合処
理装置へ伝送され、高潮及び津波による災害の軽減と防災対策に活用されてい
る。また、何らかの障害により津波データ送信装置から伝送されない場合は、衛
星通信装置に切替り伝送される。
点検及び調整に際しては、潮位及び津波観測のために常時稼動し続ける必要
があり、業務に支障を与えないよう十分な配慮をしなくてはならない。やむを得ず
運用を停止する場合においても、できるだけ短時間に留めなくてはならない。
このことから、点検作業者は当該装置の仕様と機能の詳細を熟知するとともに、
潮位及び津波観測に関する深い知識を有し、短時間で的確に作業を完了できな
ければならない。
この条件を満たすのは、本装置を設計・製作及び取付調整した左記業者以外に
ない。
以上のことから、左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続きを行った
ところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

1,705,000

沖縄レーダー装置点検調整　1式 支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/10/05 西菱電機株式会社　東京支社
東京都港区芝大門１－１－３０

1140001078509 沖縄レーダー装置は、管内における気象現象に伴う降雨及び気流を観測し、エ
コーの強さの空間分布とその時間変化を連続的に探知することによって、広範
囲な空間内の気象状態に関連する情報を得るための装置である。
沖縄レーダー装置の製作は、三菱電機株式会社で、ソフトウェア等の開発製作
も同社独自のものでる。
そのため、本装置の設計及び製作を行い、機器等の詳細な内容を把握している
上記業者しか点検・調整作業及び保守研修は実施できない。
以上のことから、左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続きを行った
ところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

1,221,000

航空気象観測装置等巡回保守点検及び調整
１式

支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/10/29 明星電気株式会社九州支店
福岡県福岡市中央区渡辺通2-1-82

2010001007784 航空気象観測装置等巡回保守点検及び調整を行う機器は、高度に電子化され
た精密機器で構成されている。同機器の点検及び調整作業にあたっては、同機
器を設計・製作し構造及び性能を熟知した上記製造業者でなければ対応不可能
である。
以上のことから、左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続きを行った
ところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

1,100,000
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石垣島レーダー装置の点検・調整 1式 支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/12/15 日本無線株式会社沖縄営業所
沖縄県那覇市壺川３－２－４

3012401012867 石垣島レーダー装置は、防災気象情報の発表に不可欠な降水現象の常時監視
を目的として、電磁波を使用して台風・集中豪雨・梅雨前線等に伴う降水の強さ
を三次元で測定し、また、降水域内のきめ細かな風の三次元分布を観測してい
る。
観測されたデータは予報や注警報等の防災情報発表の実況監視資料として利
用されているほか、数値予報の初期値解析や解析雨量作成にも活用されてい
る。
本装置は空中線装置、空中線制御装置、送受信装置及び導波管加圧装置等の
機器から構成されており、高精度の観測を継続するには機器の点検・調整は重
要な作業である。このため当該装置の点検・調整には装置の性能、機能仕様を
十分理解・精通している事が必要である。
日本無線株式会社は本装置を製作した会社であり、設置以来保守点検・故障修
理等を継続して実施していて、十分な技術・実績を有している。また、同社が独
自に開発したソフトウエア及び関連機器もあり、他社による点検・調整の実施は
不可能である。
以上のことから、左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続きを行った
ところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

2,475,000

多機能型地震観測局装置及び計測震度計、
DCP装置の点検調整 1式

支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2022/01/11 明星電気株式会社九州支店
福岡県福岡市中央区渡辺通２－１－８２

2010001007784 多機能型地震観測局装置、計測震度計及びDCP装置は、津波災害の軽減を目
的として導入されたもので、沖縄県内の各地において地震及び震度観測を行っ
ている。観測されたデータは、それぞれＮＴＴ専用回線や公衆回線を介して気象
庁本庁や大阪管区気象台に伝送される。また、観測されたデータを解析し、津波
警報・注意報等や緊急地震速報及び地震情報等に活用されている。業務の性
格上、点検・調整に際して当該装置の運用を停止する場合は、できるだけ短時
間に留める必要があり、当該装置のハードウェア及びソフトウェアに影響を与え
るようなことがあってはならない。また、作業後のデータ確認や機器調整も必要
であり、この為には本装置に関する十分な知識と技能を有している必要がある。
明星電気株式会社は、本装置（処理部）を製作した業者であり、本装置の取り扱
いに関しては十分な知識と技能および作業実績を有していると考えられる。この
ことから、保守点検業者は上記業者をおいて他にない。
以上のことから、左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続きを行った
ところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契約とした。

5,060,000

粟国島多機能型地震観測局移設に伴う取付
調整　1式

支出負担行為担当官　沖縄気象台長　多田
英夫　沖縄気象台　沖縄県那覇市樋川１－１
５－１５

2021/12/20 株式会社高見沢サイバネティックス福岡営業所
福岡県福岡市博多区博多駅東１－１２－１７

7011201003197   多機能型地震観測局装置は、津波災害の軽減を目的として導入されたもので
沖縄県内の各地において地震及び震度観測を行っている。
業務の性格上、移設等による運用の停止をできるだけ短時間に留める必要があ
る。また、移設作業ではハードウェア及びソフトウェアに影響を与えることがあっ
てはならない。観測局は、処理部及び計測部、伝送部からなるが、もっとも高度
な処理は処理部でおこなっており、機器の設定も処理部で実施している。取付調
整作業での設定作業にあたっては、膨大な処理部の情報が必要であり、本装置
の処理部を制作・納入した業者でなければ知りえない。取付調整作業を的確か
つ迅速におこなうためには、本装置を取り付けた当該業者以外は困難であり、
他社で行うことは不可能である。
以上のことから、本作業は、本装置の構造及び動作並びにソフトウェア等の詳細
を熟知した製作会社である左記業者を契約相手とする手続きとして、公募手続
きを行ったところ応募がなかったので、会計法第２９条の３第４項により、随意契
約とした。

1,859,000


